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１　職員の任免及び職員数の状況

（1）職員の採用、退職の状況 （単位：人）

（2）部門別職員数の状況 （各年４月１日現在、単位：人）
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大館市人事行政の運営等の状況

　平成２６年度の市職員の人事行政の状況(職員数、給与、勤務条件等)を公表します。
　これは人事行政の公正性、透明性の確保等を目的に、地方公務員法第５８条の２及び
大館市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の規定に基づいて行うものです。

職 種
平　　成　　２６　　年　　度

採用者数 退 職 者 数

薬剤師・医療技術職

一 般 行 政 職

消 防 職

24

7

40

看 護 ・ 保 健 職

そ の 他 1

企 業 職

企
業
職
の
う
ち

医師・歯科医師職

技 能 労 務 職

合 計

0

52

　　　　　区　分
　部　門

職　　　員　　　数 対　前　年　度　比　較

平成26年 平成27年 増減 主な理由

一

般

行

政

議 会 7 7 0

総 務 133 136 3 新庁舎建設準備及び資産評価等業務増に伴う増員

税 務 40 40 0

民 生 119 117 △ 2 生活困窮者自立支援制度に伴う増員、退職不補充

衛 生 46 46 0

農 水 29 29 0

商 工 25 28 3 企業誘致促進業務の増加に伴う増員

土 木 56 54 △ 2 職員退職不補充

小 計 455 457 2

特
別
行
政

教 育 89 85 △ 4 国民文化祭終了に伴う減員、職員退職不補充

消 防 120 120 0

水 道 28 27 △ 1

小 計 209 205 △ 4

下 水 道 19 19 0

公

営

企

業

等

病 院 573 562 △ 11

そ の 他 37 36 △ 1 介護保険事業退職不補充

小 計 657 644 △ 13

1,321 1,306 △ 15

20

3

29

12

5

総合計

11

職員退職不補充

職員退職不補充
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（3）定員適正化計画の年次目標 （単位：人）

（注）１　職員数には、医師、医療技師、看護師及び消防の職員を含みません。

      ２　退職者数、採用者数及びその他増減は前年度4月2日から当年度4月1日までの人数です。

　　　３　（　　）は再任用職員数(内数)です。

（参考）再任用職員数の状況

（各年４月１日現在、単位：人）

（注）　常時勤務：一般職員と同様の勤務形態（技能労務職、医療技師、看護師に限る）

　　　　短時間　：一般職員より短い勤務形態

（4） 一般行政職の級別職員数の状況（平成２７年４月１日現在）

（注）１　大館市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

区　　分
平成22年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 計
(5月1日)

4月1日
職員数

計画 682 675 665(0) 664(19) 663(21) -

実績 686 681 674 665(5) 662(14) 659(12) -

退職者数
計画 23 21 22(0) 125

実績 25 27 25(0) 33(0) 33( 8) 143

計画 19 14 12(0)

34(12)

24(14) 33(14) 102

実績 21 19 16(5) 30(9) 30( 6) 116

その他増減実績 △ 1 1 0 0 0 0

採用者数

削減数
計画 △ 4 △ 7 △ 10 △ 1 △ 23

実績 △ 5 △ 7 △ 9 △ 3 △ 3 △ 27

区　　分 標準的な職務内容 職員数(人) 構成比(%)

１　　級 主事、技師 40 9.5

28

２　　級 主任主事、主任技師 27 6.4

３　　級 主任 35 8.3

18

４　　級 係長、主査 239 56.9

５　　級 課長補佐 42 10.0

６　　級 課長 28 6.7

７　　級 部長 9 2.2

常時
勤務

7

△ 1

計短時間
常時
勤務

25(0)

常時
勤務

短時間

平成２６年度 平成２７年度 増減数

8 - 8 -

計

一 般 行 政 職

企 業 職

技 能 労 務 職

7 -

11

7 -

合 計

計 短時間
区　分

2

-

10

13

7

8 8

-1

-12 -10

3 2 1

6 6

-2

　再任用とは、高齢者雇用等のため定年退職者を１年間の任期を定めて再び雇用する制度です。再任用職
員は、勤務実績に応じ最長で６５歳までの更新が可能です。

-1

-10 -9 -1

-1 -1 -

16
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２　職員の給与の状況

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。
      ２　職員数は、平成２６年４月１日現在の人数です。

 (3) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２７年４月１日現在）

①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円

②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

 (4) 職員の給料の状況（平成２７年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円

 (5) 期末手当・勤勉手当（平成２７年４月１日現在）

千円

期末手当 月分 勤勉手当 月分

職制上の段階、職務の級等による加算措置（一般行政職の場合3級以上）

・役職加算　5～15％

区 分
住民基本台帳人口 歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費 人件費率 （参考）

H27.3.31現在 Ａ Ｂ Ｂ／Ａ 25年度の人件費率

26年度
人 千円 千円 千円 ％ ％

76,135 38,024,687 2,051,154 5,891,573 15.5 15.6

区 分
職 員 数 給 与 費 一人当たり給与費

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 計　Ｂ Ｂ／Ａ

26年度
人 千円 千円 千円 千円 千円

659 2,492,866 539,219 902,325 3,934,410 5,970

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額
(国ベース)

大館市 43.3 327,981 399,540 355,475

329,211

国 43.5 334,283 ― 408,996

公 務 員

355,408

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額
(国ベース)

大館市 51.7 314,997 334,223

328,318

うち校務主事 52.8 295,720 312,723 310,363

うち調理技師 46.9 340,152 353,080

15年以上20年未満

うち運転技師 55.3 364,283 385,734 386,417

国 50.2 289,141 ―

高　校　卒 140,100 194,333 240,100 276,746

区　　　　　分 初任給
経験年数階層ごとの平均給料

7年以上10年未満 10年以上15年未満

－ － －

233,580 275,317 324,647
一般行政職

大　学　卒 172,200

１人当たり平均支給額（２６年度決算） 1,363

支給割合 2.50

技能労務職 高　校　卒 130,300

1.45

加算措置の状況
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 (6) 特殊勤務手当（平成２７年４月１日現在）

千円

千円

　％

手当の名称

 (7) 時間外勤務手当

千円

千円

 (8) その他の手当（平成２７年４月１日現在）

円

円

円

円

支給実績（２６年度決算） 7,249

支給職員１人当たり平均支給年額（２６年度決算） 53

職員全体に占める手当支給職員の割合（２６年度） 19.3

手当の種類（手当数） 11

徴収手当、行旅病人死亡人等取扱手当、現場作業手当、特殊自動車運転手当、資格手当、
用地交渉手当、夜間業務手当、清掃手当、出動手当、有害薬剤等取扱手当、防疫等作業手
当

支給実績（２６年度決算） 224,871

（２６年度決算） 平均支給年額

職員１人当たり平均支給年額（２６年度決算） 319

国の制度 国の制度と 支給実績 支給職員１人当たり

扶養
手当

配 偶 者 13,000円

同じ －

手当名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容

 満16歳以上22歳までの子
 1 人についての加算額

千円 231,242

（２６年度決算）

円

配

偶

者

以

外

配偶者がいる場合 6,500円

配偶者がいない場合 11,000円

　2人目以降

5,000円

82,785
6,500円

1
人
目

住居
手当

借家（借間）の場合の支給限度
額 27,000円 同じ － 28,796 千円 269,125

通勤
手当

ﾊﾞｽ、電車などの交通機関利用
の場合の限度額 55,000円 同じ －

26,299 千円 50,285 円
自家用車などの交通用具利用2,000～31,600円 同じ －

単身赴任
手当

基礎額23,000円。距離に応じ6,000～45,000円加
算 異なる

（国）平成30年ま
で段階的に引上
げ。基礎額26,000
円。加算6,000～

58,000円

0 千円 0

休日勤
務手当

祝日法による休日及び年末年始の休日に勤務し
た職員に対して、その勤務1時間につき1時間当
たりの給与額の135/100を支給

同じ － 32,449 千円 132,443 円

夜間勤
務手当

正規の勤務時間として午後10時から翌日の午前5
時までの間に勤務する職員にその勤務1時間に
つき1時間当たりの給与額の25/100を支給

同じ － 4,617 千円 43,967 円

管理職
手当

管理又は監督の地位にある職員に40,000～
81,000円を支給

異なる
（国）46,300～

88,500円。55歳以
上は98.5%を支給

57,067 千円

0 円

582,319

管理職
員特別
勤務手

当

管理又は監督の地位にある職員が臨時又は緊急
の必要等により週休日、休日、年末年始の休日等
に勤務した場合に6,000～15,000円の金額を支給

異なる

（国）緊急の必要
により週休日等以
外に午前0時～5
時まで勤務した場

合3,000円～
5,000円（※休日

等については市と
同じ）

259 千円 129,500

－ 44,544 千円

円

宿日直
手当

宿日直勤務又は日直勤務を命ぜられた職員に対
してその勤務1回につき4,200円を支給
（勤務時間が5時間未満の場合は、2,100円）

同じ － 0 千円

66,286
寒冷地
手当

11月から翌年3月までに在職する職員に対し、月
額7,360～17,800円を支給

同じ
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 (9) 退職手当（平成２７年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２６年度に退職した職員に支給された平均額です。

 (10) 特別職の報酬等の状況（平成２７年４月１日現在）

円

円

円

円 月分

円

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

給料月額×在職月数×0.47

給料月額×在職月数×0.28

（注）　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期
           （４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額です。

区 分 給料月額等 期末手当

25.5562520.445

29.145

給

料

市 長 852,000
2.925 月分

副 市 長 676,000

報

酬

議 長 412,000

副 議 長 375,000 2.925

議 員 357,000

退
職
手
当

市 長 1,922万円 任期毎

副 市 長 909万円 任期毎

41.325

49.59

34.5825

49.59

49.59

2,297
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３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（1） 勤務時間の状況（平成２７年４月１日現在）

（注）　本庁及び総合支所以外の勤務場所では、上記と異なる勤務形態の場所があります。

（2） 休暇の種類（平成２７年４月１日現在）

1週間の勤務時間 始 業 時 刻 終 業 時 刻 休憩時間 週 休 日

３８時間４５分 午前８時３０分 午後５時１５分 　　正午から午後１時まで
土曜日
日曜日

種 類 内　　　　容

年 次 有 給 休 暇
１年につき２０日
２０日を超えない範囲内の残日数を翌年に繰り越すことができる

療 養 休 暇
（ 有 給 ）

結核性疾患により長期の療養をする必要があり、その勤務しないことがやむを得ないと認めら
れる場合で、２年を超えない範囲内において医師が必要と認めた期間

組 合 休 暇
（ 無 給 ）

１年につき３０日
職員が登録された職員団体の業務又は活動に従事する場合

病 気 休 暇
（ 有 給 ）

負傷又は疾病のため療養する必要があり、その勤務しないことがやむを得ないと認められる場
合で、90日を超えない範囲内において医師が必要と認めた期間

特 別 休 暇
（ 有 給 ）

感染症予防法による交通制限等 必要と認められる期間

災害による住居の復旧等 ７日の範囲内の期間

災害による出勤困難 必要と認められる期間

災害による勤務困難 必要と認められる期間

裁判員等の出頭 必要と認められる期間

公民権の行使 必要と認められる期間

労働安全衛生法による就業禁止 必要と認められる期間

公務による傷病 療養に必要と認められる期間

結婚 連続する７日の範囲内の期間

妊娠中の通勤混雑 １時間を超えない範囲で必要と認められる期間

母子保健法による健康診査 産前は４週に１回から１週に１回、産後１年までに１回

産前 産前８週間(多胎妊娠の場合は１４週間)以内の期間

産後 出産の日の翌日から８週間を経過する日までの期間

妻の出産 ２日の範囲内の期間

男性育児 ５日の範囲内の期間

子の看護
１の年において６日(子が２人以上の場合１０日)の範囲内
の期間

授乳等 １日２回それぞれ３０分以内の期間

生理 ２日以内の期間

忌引 続柄等により１～１０日の範囲内

父母の追悼行事 １日

夏季休暇 ６月から９月までのうち４日

勤務条件の措置要求 その都度必要と認める期間

不服申し立て その都度必要と認める期間

意見の申出等 その都度必要と認める期間

骨髄移植 必要と認められる期間

ボランティア休暇 １の年において５日の範囲内の期間

短期介護
１の年において５日(要介護者が２人以上の場合１０日)の
範囲内の期間

介 護 休 暇
（ 無 給 ）

職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母その他規則で定める者で負傷、疾病又は老齢により規
則で定める期間にわたり日常生活を営むのに支障があるものの介護をするため、勤務しないこ
とが相当であると認められる場合／連続する６月の期間内において必要とする期間
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（3） 育児休業等の概要と取得状況

①育児休業等の概要（平成２７年４月１日現在）

②平成２６年度中新たに育児休業等を取得した職員

（育児休業） (単位：人)

（部分休業） (単位：人)

（育児短時間勤務） (単位：人)

区 分 内　　　　容

育 児 休 業 対象児童が３歳に達する日まで。無給

部 分 休 業 対象児童が小学校就学の始期に達するまで。１日２時間を超えない範囲。休業時間に応じ給料を減額

育児短時間勤務
対象児童が小学校就学の始期に達するまで。週１９時間３５分～２４時間３５分の範囲。勤務
しない時間に応じ給料を減額

区 分
育児休業承認期間

計
6月以下

6月超え
1年以下

1年超え
1年6月以下

1年6月超え
2年以下

2年超え
2年6月以下

2年6月超え

男 性 2 2
女 性 3 13 6 3 1 1 27

計 5 13 6 3 1 1 29

区 分
部分休業承認期間

計
1年以下

1年超え
2年以下

2年超え
3年以下

3年超え
4年以下

4年超え
5年以下

5年超え

男 性 2 2
7

0 9
女 性 6 1

計
3月以下

3月超え
6月以下

6月超え
9月以下

9月超え

8 1 0 0 0計

男 性

区 分
育児短時間勤務承認期間

0
女 性 1 1

計 1 0 0 0 1
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４　職員の分限及び懲戒処分の状況

（1） 分限処分

①　分限処分について

②　分限処分の状況（２６年度） (単位：件。カッコ内は職員数)

（2） 懲戒処分

①　懲戒処分について

②　懲戒処分の状況（２６年度） (単位：件)

分限処分とは、公務の能率の維持及びその適正な運営の確保を目的にした処分です。勤務実績が良くな
い場合、心身の故障の場合等の際に職員に対して行われます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　処分の種類
　処分事由

降任 免職 休職 降給 合計

勤務実績が良くない場合 0

心身の故障の場合 112(26) 112(26)

職に必要な適格性を欠く場合 0

職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、過員を生じた場合 0

刑事事件に関し起訴された場合 0

条例で定める事由による場合 0

合 計 0 0 112(26) 0 112(26)

懲戒処分とは、職員の一定の義務違反に対する道義的責任を問うことにより、公務における規律と秩序
を維持することを目的とする処分です。法令に違反した場合、職務上の義務に違反し又は職務を怠った場
合等の際に職員に対して行われます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　処分の種類
　処分事由

戒告 減給 停職 免職 合計

法令に違反した場合 0

職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合 0

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合 0

合 計 0 0 0 0 0
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５　職員の研修及び勤務成績の評定の状況
（1） 主な研修と受講者数等（２６年度）

（2） 勤務成績の評定の状況

６　職員の福利及び利益の保護
（1） 福利厚生の制度の概要

（2） 公平委員会に係る業務に関すること

①　勤務条件に関する措置の要求の状況

②　不利益処分に関する不服申し立ての状況

　そ　の　他

・再任用職員研修

研 修 名 研修講座数(回) 受 講 者 数 ( 人 )

職 場 外 研 修

　基　本　研　修

10 524

・新規採用・一般・中堅・監督・管理職員研修

・人事評価評価者研修

・メンタルヘルス研修　ほか

　派　遣　研　修

34 54

・秋田県市長会主催研修

・秋田県自治研修所主催研修

・市町村アカデミー主催研修

・海外研修

　職　場　内　研　修（ＯＪＴ） － 全職員

　人　事　交　流　等

－ 4

・国土交通省東北地方整備局

・秋田県産業労働部

・一般財団法人地域活性化センター

・経済産業省東北経済産業局

　自　主　研　修 － 未把握

勤務成績の評定については、平成23年4月から人事評価制度を本実施しており、昇給
及び勤勉手当の成績率に反映させているほか、人事異動における職員配置や昇任など
の人事管理に活用しています。

制 度 名 項 目 ・ 内 容

厚 生 制 度

・定期健康診断、胃検診、婦人科検診(隔年)、ほか検診

・被服（作業服等）の貸与

・大館市職員互助会が実施する給付事業ほか

共 済 制 度

（秋田県市町村職員共済組合が実施）

・短期給付事業（保健給付、休業給付、災害給付ほか）

・長期給付事業（退職共済年金、障害共済年金、遺族共済年金の支給ほか）

・福祉事業（保健事業、貯金事業、貸付事業ほか）

公務災害補償制度
・公務上、通勤途上の負傷、疾病に対する療養補償、休業補償、障害補償、

　遺族補償

前年度からの継続案件 26 年 度 要 求 事 案 数 完 結 件 数 翌 年 度 継 続 件 数

0 0 0 0

前年度からの継続案件 26年度申し立て事案数 完 結 件 数 翌 年 度 継 続 件 数

0 0 0 0
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